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　本稿は2023年度JIAM研修「イベントと地域
の活性化」の講師を務めた筆者が受講者との
意見交換を経ながら自治体側から見たイベン
トによる地域活性化の課題と要点を以下に取
りまとめたものである。
　我が国の経済は個人所得の低迷、原油価格
の高騰からの物価上昇が続いている。更に社
会問題でもある深刻化する少子高齢化問題な
どに加え、従来日本を牽引してきた得意分野
の産業も後発国の追従を許している。今後の
日本経済を牽引する新たな日本の産業、すな
わち「日本の食い扶持」の確保が重要となっ
ているが、政府が考える重点経済政策の柱の
一つとされるのは、今後の伸びしろが期待さ
れるインバウンドを含む観光による交流人口、
関係人口の拡大による経済の活性化である。
　その様な環境の中で地域の個性やアイデア
を活用した様々なイベントを核とする地域活
性化の推進が改めて注目されている。域外か
らの消費額の拡大、更には高齢化社会の中で
新たな地域コミュニティを構築する小規模な
イベントに至るまで、地域イベントは市民の
結束とシビックプライドの育成に繋げる相乗
効果が期待されている。今回の講座では、地
方自治体の視点に立ち、イベントを通じたコ
ミュニティの意義や効果について、先進地か
ら個性的なゲストを招いた実践的な講義によ
る事例研究と共に、参加者が抱える各自治体
の悩みや課題を解決するための班別ワーク
ショップを行い、受講者自らがアイデアを出
し合いながら新たな地域イベントの可能性を
学んだ。

1　深刻な少子高齢化の中の日本
　国立社会保障人口問題研究所が2023年５月
４日に発表した日本の将来推計人口の国内の
総人口は2020年の時点で１億2,615万人であっ
たが、50年後の2070年には７割程度の7,000万
人にまで減少すると予測されている。更には
65歳以上の高齢者が占める高齢化率は2020年
の28.6%から2070年には38.7%まで増加し、合
わせて生産年齢人口も激減していくことが示
されている。こうした人口減少による経済規模
の縮小、限界集落問題も年々深刻化し、2018
年に発刊された元総務大臣増田寛也氏の「地
方消滅〜東京一極集中が招く地方の人口急減」
いわゆる増田レポートに記された危機感が現
実のものになろうとしている。こうした環境
の中で政府をはじめ地方自治体では少子化対
策をはじめ新たな地域振興策や観光による
交流人口の拡大、更には定住人口未満、交流
人口以上の位置づけにある関係人口の創出に
向け、ふるさと納税などの地域ブランド商品
の開発など様々なアイデアで地域の魅力をア
ピールしながら地域のファンづくりに努力し
ている。
　こうした中で政府は地方創生、更には日本
経済再生の柱として、伸びしろが期待されて
いる外貨獲得を目指すインバウンド観光の拡
大をその重点政策の一つに定め、かつてない
予算規模で観光立国の推進に向けて邁進して
いる。このような環境下において今までは観
光とは縁遠かった全国の自治体でも新たな自
身の地域の歴史や文化を見直し観光資源とし
ての魅力を探りながら、新たな観光的付加価
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値を向上させる様々な地域イベントが企画さ
れている。

2　研修参加者のイベントに関する
課題感はどこにあるのか？

　今回の研修参加者は東北から沖縄まで各自
治体職員や議員など合計33名（男性19名、女
性14名）、平均年齢は35.5歳の正しく職場の一
線で中核として活躍されている問題意識の高
い方々が参加された。受講にあたり参加者の
皆さんから事前アンケートを提出いただいた
が、受講動機や受講者が抱える課題意識が以
下に整理した項目にあることが理解できた。
受講者アンケートの集約結果から見えてきた

６つの課題分類

①従来から実施している既存の観光イベン
トの行き詰まりやマンネリを感じ、新た
な活性化の道筋を探りたい。

②他地域で行われているイベントの内容や
効果（評価）を勉強したい。

③政府各省庁で企画されている地域支援事
業の内容と観光やイベントに利用できる
事業を知りたい。

④イベントを契機に年間を通して観光客の
リピーター化を目指し、年間を通して観
光消費額の拡大を図りたい。

⑤担い手不足の環境の中でイベント企画時
において地域と自治体の関わり方や役割
分担等を学びたい。

⑥観光の視点から地域資源発掘と磨き上げ
の手法を学び、それをイベントに繋げた
いが構想の仕方や手順を学びたい。

　以上、受講者アンケートの集約結果から整
理した６つの課題分類からも受講者の課題意
識の高さが窺えるのは、観光振興と観光消費
額を拡大させることに関する課題に対しての
意識の高さを感じた。

3　行政の立ち位置から見たイベン
トの目的と分類

　イベントは大きく分けて自治体が行う公共

性が高い「地域イベント」と企業や業界団体
など地域産品や特産品のPRを行いながら、売
り上げを確保する自律的な「民間イベント」
の２つに大別される。公共性の高い地域イベ
ントについてはその主たる目的は地域創生を
目的にした内容であり、各種シンポジウムや
市民マラソン、花火大会、更には高齢福祉を
目的とした高齢者向けの長寿を祝う地域イベ
ントまで、その規模や内容は多岐にわたる。
また、イベントを実施する際の目的として先
ずはイベント開催による域外からの人流によ
る経済的効果、そして行政ならではの立ち位
置から考えれば、行政と市民間および地元企
業などがイベントの成功に向け協働すること
により、近年希薄になっている地域コミュニ
ティの活性化に繋がる可能性を秘めている。
こうした協働で培った成功体験から地域愛や
地域に対する誇りが醸成され正しく市民の「シ
ビックプライド」が確立できる効果も期待で
きる。筆者が全国の自治体を訪問し実施され
ているイベントを視察する中で、イベントの
規模や目的をベースにイベントを大まかに分
類すると以下のように大別される。

（1）イベントの分類（仕分け）
①Sクラスのイベント「地域の生活文化や歴

史から形成された伝統的な祭りなどのイ

ベント」

　日本の伝統文化を未来に伝える無形民
俗文化財級の伝統的な祭り等。
②Aクラスのイベント「官民の役割分担を

明確にした官民協働で開催する経済循環

を生み出すイベント」

　各市町村の総合戦略に紐づけられたイ
ベントであり、イベント開催の裏にある
目的、目標が明確で市民以外の人流を考
慮し、観光の視点からも確実な経済循環
を生み出すことが出来る企画、すなわち
目指すべきゴールが明確になっているイ
ベント。
③Bクラスのイベント「行政主導であるが経

済循環を生み出すイベント」
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　イベント開催にあたり目的、目標が明
確であり、市内の経済循環を生み出す仕
掛けが施されている企画となっている。
しかし企画運営に市民の協力が希薄で、
主に行政がお膳立てしなくては成立しな
いイベント。

④Ｃクラスのイベント「地域活動の活性化

を目的にしたイベント」

　経済活動とは直接繋がらないが、過疎
化により地域活動が衰退し旧来の伝統的
な祭り等の継承が難しい状況に陥ってい
るため、行政が中心となり希薄な地域コ
ミュニティの活性化を目的に開催される
イベント。

⑤Ｄクラスのイベント「地域の小さなコミュ

ニティ構築のためのイベント」

　近年新規に立ち上げたイベントや昔か
ら伝わる小規模地域イベントを再構築し、
協働で培った成功体験から「シビックプ
ライド」の確立を目的にしたイベント。

⑥Ｅクラスのイベント「自治会単位で行う

イベント」

　大きな目的やゴールは見えないが、地
域の方々が親睦を目的に集う小規模なイ
ベント。

⑦Ｆクラスのイベント「市民や民間事業者

が企画を生み出し行政が後押しする自律

的なイベント」

　主な実施主体は市民や民間事業者が中
心となり、経済効果を高める企画であり、
イベントにかかる経費もそこから生まれ
る収益を確保し自立し継続的な運営がな
され、「行政でしか出来ない支援」と「民
間でしか出来ない稼ぐ仕組みづくり」が
両立できている理想的なイベント。

（2）イベント企画の切り口となるカテゴリと
キーワード

　全国で行われているイベントには様々なス
タイルがあるが、最近は健康系やグルメ系の
イベントがトレンドとなる傾向がある。以下
にイベント企画でのキーワードを挙げる。

　①地域産品グルメ、②地域に伝わる祭礼・
神事の観光的な付加価値の創造、③花火、
④文化財音楽関連イベント、⑤サイクルツー
リズム、⑥ご当地マラソンイベント、⑦写
真フォトツーリズムイベント、⑧街歩きガ
ストロノミーウオーキング、⑨地域ブラン
ド育成を目的にした朝市・夕市、⑩アドベ
ンチャーツーリズムイベント、⑪ヘルス・
ウエルネスツーリズムイベント、⑫産業観
光イベント、⑬森林セラピー、⑭フラワー
ツーリズムイベント、⑮山岳資源を活用し
たヒルクライム、⑯農業資源、⑰漁業水源、
等

4　イベント企画は明確な目標設定
と終了後の効果測定（評価）が重
要

　イベントの企画は明確な目標設定と終了後
の効果測定が重要であることは言うまでもな
く、P（プラン）・D（実行）・C（チェック・
評価）・A（アクション）を行うP・D・C・A
サイクルを常に念頭に置き、随時見直しを図
りながら運営することが極めて重要になる。
筆者が全国の自治体からイベントへの視察依
頼を受け、そのイベントの評価を求められる
と上記３（1）のＳ〜 Fクラスまで７つの分類
の中では、Ｓクラスを除き、イベント開催を
重ねるうちに発足当初目指していた開催の意
義や目的から徐々に齟齬が生じてくるもので
ある。しかし行政主催のイベントの場合はそ
の齟齬に気づきながらも前任者からの引継を
受け止め、やむなく慣例として継続している
ケースも多々見受けられ、併せてその運営を
担う行政マン自体が職員の定数削減の中でか
なり疲弊しているケースも目立つ。
　こうした原因は地域力自体の衰退と開催規
模が合致していないことや、行政の宿命では
あるが首長の交代やイベント担当者の配置転
換が２〜３年毎に行われるため、当初企画し
た当事者の思いが徐々に忘れ去られ、マンネ
リ化に繋がっていくケースがあることも反省
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しなくてはならない点である。ついてはここ
で今一度立ち止まり、開催終了後の振り返り
C（チェック）を強化することが大変重要と
なる。実施に関する費用対効果の分析から見
えてくる反省点や目的を明確にしながら、本
来あるべき目標を再設定し、次年度に向けしっ
かり整理しP（プラン）にしっかり繋げるこ
とが不可欠になる。
　ここで事業評価を行う際に難しいのは、行
政が行うイベントの評価は経済的な指標、単
なる費用対効果のみで評価測定を行うわけに
はいかず、社会的・公共的な課題解決を行う
役割も当然担うわけであるので一つの評価軸
でその是非を論じることはできない。しかし
この場合で大切なことはただ単に「地域活性
化」に役立っていると一言でくくるのではな
く、該当するイベントが具体的に「地域の」、「ど
この誰に」、「具体的に」、「どのように」「役立っ
ているのか」を冷静に整理し、その目標達成
のための課題を事前整理し次回に向けた準備
（仕込み）を行うことが重要である。このイベ
ント投資については、３年後の地域がどのよ
うに発展し具体的な地域産業の育成や地域ブ
ランド化、あるいは地域の観光戦略として新
たな集客ができる観光資源としての位置づけ
にするなど中長期的なゴールを明確に出来な
いままスタートを切るパターンも多く見受け
られる。
　受講者からは、見えない５年先のゴールま
で深く考えていては何も始まらない、始めら
れないという意見が挙がったが、その最終的
な目標が不明確であると、３年以降はイベン
ト運営者の中の疲弊が重なり、結果的に町の
総合戦略の方向とは異なる動きに陥るケース
が少なくない。

5　受講者の課題意識の高さが窺え
る観光振興と観光消費額を拡大さ
せるイベント

　前述の２①〜⑥の受講者アンケートの集約
結果から見えてきた６つの課題分類の中でも、

受講者の課題意識の高さが窺える観光振興と
観光消費額を拡大させることを主たる目的と
するイベントを事例に考えたい。
　従来多くのイベントは来場者数の拡大を主
たる目的にする傾向があったが、イベント開
催時に来訪者数を拡大させることに評価基準
を高く置きすぎると、現在の日本の観光施策
が陥っている問題と同様に観光客数（訪問者）
は伸びても、訪問者による地域消費額が上が
らず現実的には目標に対する経済波及効果が
向上しない現象が表面化してくる。
　問題の裏側にあるのは来訪者がいくら増え
ても地域の「稼ぐ仕組み」が整わず、来訪者
はお金を使いたくても買いたいものが無く、
望む飲食も出来ないなど、来訪者からすると
イベントに参加しても消費する場所が無いと
言う不合理な現実があることを理解しなくて
はならない。その原因は行政が来訪者を懸命
に誘致しても官民での意思疎通が希薄で、民
間の稼ぐ意欲とアイデアが嚙み合っていない
ことが要因とされる。

6　行政の役割と民間の役割の再整
理

　受講者からは行政の役割と民間の役割に関
しての線引きの難しさが課題として挙げられ
たが、公共的な視点からの市民サービスの場
合と地域消費の拡大や経済効果の向上を目指
すイベントでは当然役割や分担すべき内容は
異なるが、行政でしか出来ないこともあれば
民間でしか出来ないこともあるのでそのポイ
ントをまとめた。
①行政にしか出来ないことは何か？＝トッ
プである首長が描く総合ビジョンに沿っ
た公共施設などの公的整備と様々な市民
サービス、市民のシビックプライドの醸成。
②行政では出来ないことは何か？＝観光客
数ではなく観光消費額を拡大させること。
　行政は商売は下手、はっきり言えばで
きない！
③民間でしか出来ないこととは何か？＝稼
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ぐ仕組みづくり、マネタイズ（お金が回
る仕組み）は民間でしか出来ないことを
忘れないこと、民間は儲かれば懸命に利
益の追求を行い地域での消費額の拡大に
繋がる。行政は民間にどのように儲け
てもらえるか考案する時代と変化した。
（DMO/DMC）

　以上の両者の特性を理解し行政役割と民間
の稼ぐ意欲創出を目指したい。

7　各省庁の地域支援事業の積極的
な活用に関するアドバイス

　受講者との意見交換の中で改めて明らかに
なったのは、各自治体とも厳しい予算編成の
中で潤沢なイベント関連予算の確保が非常に
困難な環境下におかれていることだ。
　構想はあるものの思うような事業展開が出
来ないでいるとの意見が非常に多かったこと
が印象に残る。そこで筆者からのアドバイス
であるが、政府の地域支援事業の積極活用に
ついて観光庁をはじめ、他の省庁においても
経済産業省のクールジャパン戦略や文化庁の
文化財活用イベント支援、更には各分野に実
績のある専門家派遣事業など、想像以上に多
岐にわたる支援事業が展開されていることを
再度認識いただきたい。受講者に共通してい
たのは、事業公募の書面が担当者の手元に届
いた際に初めてその内容を目にするケースが
多いということだ。各省庁も予算執行までの
手続きや事務局の選定などに時間を要し、公
募書面の交付から公募の締めきりまでの期限
が２〜３週間と短いことがしばしば有り、こ
の限られた時間では公募要件を満たす地域の
合意形成が取れずに断念したり、思い付きで
申請書を完成させ、本来意図する事業の内容
と乖離した希薄な内容で申請を行うケースが
実に多いことが明らかになった。釈迦に説法
になるが、各省庁では年末までに次年度の各
事業メニューが暫定的ではあるがネット上に
も公開される。観光関連の予算は現状では比
較的潤沢に確保されるため、概ねの事業は前

年度事業をリメークしながら次年度にも近し
い内容で実施される公算が高いと言えよう。
再度担当者の皆さんは改めて各省庁の動きや
スケジュールを12月までには各省庁の来年度
予算案を把握した上で準備を開始し、計画的
な活用にチャレンジしていただきたい。

8　イベントを地域の総力戦として
考えるDMOの役割

　以上、様々な視点からイベントによる地域
活性化に関して考えてきたが、以下にその要
点をまとめる。

（1）イベントは地域の生活文化を物語として
可視化させる地域の総力戦
　人口減少が進む全国の自治体で観光やイベ
ントで戦略的に稼ぐことが求められる時代に
おいては、開催するイベントの意義を再度整
理し開催の目的の更なる共有および目指すべ
きゴールを明確にすることが大切になる。現
代の消費者はその土地の歴史や文化に裏打ち
された本物、そこでしか味わうことが出来な
い内容のイベントを求めている。従来型の企
画は①いつでも、②どこでも、③どなたでも、
楽しめる紋切り型のイベントでも成立出来た
が、今後の消費者の志向は①今だけ、②ここ
だけ、③あなただけ、と言うように特別な体
験や味覚等を経験できることを求める本物志
向に成熟していることを忘れてはならない。
例えば厳しい気候により生み出された生きる
ための発酵食文化の知恵なども地域が形成さ
れてきた物語であり、加工次第で十分な観光
資源として成立させることが可能となる。そ
のためには、地域の歴史、文化を再度棚卸し
して、観光資源としての見せ方や付加価値を
有識者のアドバイスを含めて創造することが
求められる。このように地域の個性や文化を
再度企画者が認識し新たな付加価値を整理出
来ない段階でいくらプロモーションを行って
も、目の肥えた来訪者には刺さるイベントは
構成できない。
　以下に地域観光やイベントを発展させるた

特集／研修紹介 研修 3 イベントと地域の活性化
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めに重要な５つの視点を整理する。
①資源選定の視点（何をイベントの核にす
るのか？）
　その地域の生活文化を背景とした本物
の売りは何か？

②顧客価値の視点（そのイベントは来訪者
の視点で本当に価値はあるか？）
　選定した資源は来訪者にとって価値が
あるのか。

③地域資源編集の視点（複合的な連携・連動）
　単独の資源だけでなく地域内の他の資
源との連動を考える。

④ビジネスの視点（お金が落ちる仕組みづ
くり）
　持続的にイベントを継続する「稼ぐ観
光」の仕組みづくりとマネタイズ。

⑤人材育成の視点（継続的な後継者づくり）
　地域での観光人材育成の仕組みづくり。

（2）地域の稼ぐ力を創造するDMOのイベント
での役割

　公共的な目的に特化したイベントを除き、
イベントを持続可能な計画にするためのマネ
タイズを構築するには、民力の巻き込みを戦
略的に行うことが重要になる。行政の立ち位
置から見ると行政が主催する以上、収益を上
げることを否定したり、特定の業者への利益
還元につながる恐れがあるなど、なかなか大
胆な連携は厳しいのが自治体の立ち位置であ
ろう。しかし今後は、厳しい財政状況を考え
れば今までの常識を打破しない限り、イベン
トを継続することは年々厳しくなると考えら
れる。ここで重要になるのは全国的に組織化
がなされている地域DMOやDMCの存在であ
る。今までイベントや観光とは無縁だった様々
な地域の人々が集まり、地域の稼ぐ力を創造
することを目的に、官民の壁を越えて観光や
イベントによる消費額を向上させるための体
制を整備することが求められる。

まとめ
　以上、2023年度JIAM研修の「イベントと地

域の活性化」の講義で筆者が触れた要旨をま
とめたが、今回の研修はJIAM事務局担当者が
行う企画時の手間を惜しまない下準備や、本
研修での成果を上げるための強い思いや、全
国から参加した地域を想う強い心を持った受
講者の思い、更には講師陣の熱い思いも重な
り大変バランスの取れた有意義な研修が実現
できたことを嬉しく思う。この場をお借りし
改めて関係された皆様に感謝を申し上げる。
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